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１ はじめに 

 政府内の政策評価・行政事業レビューに関する動き 

令和４年 12月から、政策評価、行政事業レビューについては、政府内での大

きな見直しの動きが見られた。 

政策評価については、有効性を重視する観点から、現在の状況から政策目的

の達成までの道のりを、目的地に赴く航路にたとえ、進捗状況を把握して、航

路のズレを軌道修正するように、政策に応じ、機動的かつ柔軟に政策の見直

し・改善が行われることにより、社会経済の変化に対応できる行政の実現を目

指している。 

他方、行政事業レビューについては、EBPM の考え方を行政事業レビューシー

トに加える見直しなどを行い、予算編成プロセスなどで積極的にレビューシー

トを活用することで、EBPMの普及を図ることとしている。 

 デジタル庁政策評価・行政事業レビュー有識者会議の方針 

1) 有識者会議の役割 

デジタル庁政策評価・行政事業レビュー有識者会議開催要綱（令和５年３月

14 日付デジタル監決定）により、外部の視点から、デジタル庁が行っている

政策・施策・事務・事業のうち、審議対象として選定されたものについて、

検証・点検し、評価・レビューを行い、その評価結果が予算要求等に反映さ

れるように、当会議座長からデジタル監へ要請を行うとともに、反映状況の

確認等を実施していく。 

2) 重複感からくる負担感の抑制 

当会議においては、審議対象の絞り込みを行う。すなわち、デジタル庁内

において日常的に行われている各種検証・レビューの結果を尊重し、その上

で、デジタル庁側において、デジタル庁の中でも重要なものと位置付けられ

ている施策や予算規模が大きい施策、計画の進捗に向けて課題がある施策な

ど、当会議で取り上げ、審議するに適した政策等をその対象とする。 

また、作業の重複感から来る担当者の負担感を軽減するため、審議のため

の資料については既存の資料を極力活用する方針とし、必要があれば、座長

を通じて、デジタル庁側に追加資料等を要求する形とする。 



3 

 

3) フレームワークによる審議 

審議について、ＭＥＣＥ（ Mutually Exclusive：互いに重複せず、

Collectively Exhaustive：全体として漏れなく）を意識して審議するための

フレームワークを導入する。政策目的、目標設定、アプローチ（政策手段）、

期日・期間、予算・体制、ステークホルダ、管理プロセスの７つの項目に対

し、課題、その発生原因とその対策を考える。フレームワークを意識して、

その事業の議論に適したものを活用した審議をすることで、論点の抜け漏れ

を防ぎ、議論と改善提案をしやすくすることを目的としている。特に、事業

を実施する担当者は、事業を成功に導くためには、①何のためにやっている

のか、②その前提条件や制約は本当なのか、そういった疑問を常に持ってい

る必要があるが、それを実践するのは難しいこともあり、本会議でもそうい

った視点での議論を心掛けたい。 

 

4) 租税特別措置・補助金見直しの取組との連携 

 令和７年 11 月、租税特別措置や補助金等の適正化を進めるため、内閣官房

の行政改革・効率化推進事務局に租税特別措置・補助金見直し担当室（以下、

「補助金等見直し担当室」）が設置されたところ、令和８年の行政事業レビュ

ーの実施に当たっては、同室の取組とも連携し、無駄のない、質の高い行政

の実現を図るとともに、国の行政の透明性を高め、国民への説明責任を果た

すこととされている。 

 これを踏まえ、後述する公開プロセス対象事業の選定に当たっては、補助

金等見直し担当室との協議を経て、その了解を得たところであるが、今年度

の審議に際しては、国民からのご提案を受けて同室が取りまとめた「点検の

視点」も活用して議論を行うこととする。 

 

5)  評価される側、する側がともに Win-Winを目指す会議運営 

評価される側を配慮しすぎて、評価すれば、お手盛り評価との誹りを受け

るおそれがある一方で、評価される側の状況を踏まえずに、思いのままに意

見をすれば、評価される側から当会議は、粗を探しているように受け止めら

れ、おそらく敬遠されるだろう。これでは当会議の存在意義を果たせない。 

上記を踏まえ、当会議は、評価される側である原課が提示した課題に対し、

対話を通じて、改善策の提案を行う形式を基本とする。このように、評価さ

れる側、する側が、建設的な対話を通じ、ともに Win-Winを目指す会議運営を

心掛けたい。 
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２ 審議対象 

 審議対象 

今年度の審議対象については、行政事業レビュー実施要領（行政改革推進会

議決定）に記載の公開プロセス対象事業の選定基準に該当する複数の事業の中

から、最終的に以下の２つに決定した。 

 

（１）デジタルマーケットプレイス（DMP）カタログサイト 

（２）国家資格等情報連携・活用システム  

 公開プロセス対象事業 

審議対象となった事業等の中から、国民への説明責任の観点から行われる公

開プロセスに適した次の事業等を公開プロセス対象事業とした。 

 

（１）デジタルマーケットプレイス（DMP）カタログサイト 

（２）国家資格等情報連携・活用システム  

 

公開プロセス対象事業については、公開プロセス後に改めて評価の結論を得

て、本報告書を最終確定する。 

 

３ 評価結果 

当会議では、検証時間が短期間の中、それぞれ審議対象となった事業に対

し、７つのフレームワークから各事業の議論に適した項目を活用して、次の

観点を中心に審議し、その改善策について、次のとおり、結論を得た。 

 デジタルマーケットプレイス（DMP）カタログサイト 

1) 事業概要 

行政機関における従来の IT 調達では総合評価落札方式が中心であり、シス

テムを一から構築するため手続きが煩雑で、調達完了までに長い期間を要す

る点が課題であった。 

 これらの課題を解決するため、事業者から登録された SaaS 製品や導入支援

サービスをカタログサイトの形で掲載し、政府や自治体が検索・選定を効率

的に行える環境であるデジタルマーケットプレイス（DMP）を整備した。 

 DMP では、セキュリティ情報や機能、価格などの調達に必要な情報を横断的

に比較できるため、行政機関は自らのニーズに合ったソフトウェアを簡易に

探すことが可能となるとともに、仕様に合わせてソフトウェア・サービスを
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検索・選定することにより、随意契約や指名競争入札が可能であり、迅速な

調達を実現。 

 また、幅広い事業者の登録を促すことによって、中小企業・スタートアッ

プを含む多様な事業者の公共調達参入を促進し、競争性向上と行政サービス

の質の向上につなげることを目的とする。  

2) 改善提案 

ア 目標設定 １ 

検証結果１ 

今後の調達実績を伸ばすため、政府及び地方公共団体のシステムにお

いて導入可能な SaaS の類型を特定した上で、DMP を通じた適切な調達件

数目標や中小・スタートアップの調達割合に関する目標を立てるべきで

ある。 

 

[考察] 

 DMP を活用した調達を推進することで、政府や地方公共団体が自らシステ

ムを構築する場合と比べて、短期間かつ低コストでソフトウェア導入が可能と

なり、業務効率化を実現することができる。そのため、DMP の開発・運用に一

定のコストが生じていることに鑑みても、DMP を活用した調達の実績を着実に

積み上げていく必要がある。 

 現在、本事業の成果指標（長期アウトカム）として「DMP を利用して調達

が実施された件数（調達確定伝票作成数）」が設定されている。前述のとおり、

DMP を活用した調達を通じて業務の効率化が実現することから、DMP による調

達件数の増加を目指すこと自体は望ましい。 

しかしながら、政府及び地方公共団体が調達するシステム（ソフトウェア）

の数は相当数に上ることが見込まれるところ、まずは、その中でも導入可能と

考えられる SaaS の類型に関する特定を図り、その考え方に基づいた調達件数

を成果指標とし達成を目指すことが、DMP を活用した調達を効果的に推進して

いく上で必要と考えられる。 

また、DMP においては中小・スタートアップを含む調達多様化を目的として

いることから、中小・スタートアップによる調達割合についても目標値を設定

し、それに対する達成度を検証していくことが必要であると考えられる。 
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イ 目標設定 ２ 

検証結果２ 

調達実績に比して相当額の運用費がかかっているため、運用コストの

削減を検討しながら、事業継続を判断する上での KPI 目標値として、ス

クラッチ開発と比較した SaaS調達による歳出削減効果等も評価に含めな

がら、「いつまでに（時期）」「どの程度（実績）」という観点で設定すべ

きである。 

 

[考察] 

 現時点では、調達実績と比較して相当程度の運用費がかかっていることか

ら、調達実績（契約件数）を伸ばすと同時に、運用コストの削減についても十

分な検討を行う必要がある。しかしながら、仮に今後、運用コストに比して調

達実績に十分な伸びが見られない場合、事業の継続自体に関して判断を行う必

要もある。このような場合に判断の根拠として使用可能な KPI 目標値を設定し

ておくことは必要なプロセスであり、この際の KPI 目標値は、スクラッチ開発

の場合と比較して SaaS 調達を行った際にはどれくらいの歳出削減効果がある

か等について、「いつまでに（時期）」「どの程度（実績）」達成するかを評価可

能なものとするべきである。 

 

ウ アプローチ（政策手段）１ 

検証結果３ 

前記（検証結果１）のほか、今後の調達実績を伸ばすための方策とし

て、自治体等の認知拡大のみだけでなく、本サイトに対するニーズと検

索などの機能についても自治体等の現場の職員からの意見を集めた上で

対策を施すべきである。 

 

[考察] 

 SaaS に対する自治体職員等の認知が必ずしも十分でなく、また、自治体の

財務・会計部門において SaaS に対応した調達処理を十分認知していない現況

を踏まえると、引き続き自治体等における DMP の認知を拡大するための取組を

進めていく必要がある。 

一方で、DMP 上での検索の実行数は毎週約千二百件に達するなど、一定数

のユーザーは存在していると考えられることから、本サイトの検索結果が自治

体等の現場のユーザにとって真に有益なものになっているか等の観点から意見

を収集し、今後、検索数の伸びが調達実績の伸びに繋がるような対策を施す必
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要がある。 

 

エ アプローチ（政策手段）２ 

検証結果４ 

今後、DMP の調達方式を通じた調達実績を着実に伸ばすために、引き

続きボトルネックの解消に努めるべきである。その際、ユーザーとなる

地方公共団体の会計ルールとの関係に加えて、入札における品質及び価

格の競争促進など、多角的な視点から検討を行うべきである。 

 

[考察] 

 本事業の本格的なサービス（行政機関向けの調達機能等をリリース）の開

始以降、事業者による登録数は着実な増加を示している一方、DMP の調達方

式を通じた調達実績は、令和７年度末時点で６件となっている。これはサー

ビスの本格開始からわずか１年間の実績ではあるものの、必ずしも多いとは

いえず、今後、着実に伸長を図る必要がある。   

調達実績を伸ばすための方策は多角的に検討していく必要があるが、手が

かりの一つとして、検索数と調達実績のギャップに目を向けることも一案で

ある。 

現在、DMP サイトの検索実行数は、週単位で約千二百件に上っているが、

前記のとおり、サービス開始以降の調達実績は６件にとどまっており、検索

を行っても、必ずしも調達利用に結びついていない実態が見て取れる。 

これは、仮に自治体等のプロジェクト担当者がカタログサイト上で検索し、

DMP サイト上で適切なソフトウェアを発見したとしても、自治体等の内部の

関係者（財務部門や会計部門）に SaaS 自体や DMP の調達手法等に関する理解

を得られず、DMP の手法による調達まで至っていないケースもあると推察さ

れる。このケースにおいて、自治体等の内部で理解が得られない理由（ボト

ルネック）としては、自治体等によって独自に設けている会計ルールの存在

等が考えられるところ、こうしたボトルネックを特定し、解消していく地道

なプロセスを進めていくべきである。 

 

オ アプローチ（政策手段）３ 

検証結果５ 

民間の同種サービスとの棲み分けについては、市場に競合するサービ

スがないかを引き続き確認し、棲み分けについて十分に検討を行うべき
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である。 

 

[考察] 

 現時点では、行政機関が調達を目的として利用できる SaaS 検索サイトは民

間サービスとしては存在しないとのことであるが、引き続き市場を注視して、

競合するサービスの存在を確認し、民間サービスとの適切な役割分担の観点

も踏まえ、十分な検討を行うべきである。 

 

カ アプローチ（政策手段）４ 

検証結果６ 

随意契約の誘発を防止し、DMP に提示される価格等の適正さを担保す

る仕組みなどを検討すべきである。併せて、DMP が歳出削減に貢献する

仕組みも検討するべきである。 

 

[考察] 

 DMP を活用して自治体等が調達を行う際、調達仕様チェックシートに基づ

いて要件を絞り込んで、調達候補となるサービスを選定する。この際、チェ

ックシートの定める要件の間口が極端に狭い場合には、ごく限定されたサー

ビスしか検索結果に現れず、事実上、随意契約と変わらない事態も生じ得る。

このため、調達における公正さの確保という観点から、引き続き公正な調達

が行われるよう仕組みのあり方について留意すべきである。 

また、DMP の活用により、調達の迅速化に伴う人件費等の削減や、調達先

の多様化による調達コストの削減等が潜在的に可能になると考えられること

から、運用費等に留意しながら、トータルとして歳出削減に貢献する仕組み

を検討するべきである。 

 

キ アプローチ（政策手段）５ 

検証結果７ 

DMP を通じた調達実績をわかりやすく可視化するためダッシュボード

等をカタログサイトに整備することで、実際にどんな SaaSが調達されて

いるのか事業者・行政職員が参考にできる環境を検討するべきである。 

 

[考察] 

 DMPサイトに登録する事業者の数は、令和７年度末時点で約 390に上るが、
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現状では調達利用件数が少ないこともあり、その実績は検索可能であるもの

の、現時点ではどの自治体が、どの SaaS を、どの事業者から調達されてい

るのかをわかりやすく示すことができていない。 

 ユーザーの利便性の観点からも、今後、複数の登録事業者の中から、ユー

ザーが自らのニーズに沿った、高品質のサービスを提供する事業者とスムー

ズにマッチングできる機能を整備していくことが望ましい。 

このため、たとえば調達した行政組織の属性、SaaS の類型、提供事業者

などの切り口で分かりやすくこれまでの調達実績が理解できるダッシュボー

ドを、DMPカタログサイト上に設けることを検討すべきである。 

 

ク 予算・体制 

検証結果８ 

サイトの利用者側にもメリットがある点に鑑み、今後の利用状況も踏

まえ、手数料の徴収についても検討を行うべきである。 

 

[考察] 

DMPを通じた情報システム調達により、事業者側も、提案や価格を個別に提

示するといった手間が省略され、調達期間が短縮されるといったメリットを

享受することになる。更に、カタログ掲載を通じて行政機関からより広い認

知を得ることで、結果的に売上を伸ばすという好循環も見込まれる。 

サイトを利用した事業者には、前記のようなメリットが発生するところ、

現在、事業者が DMPに自社製品を登録するに際して、利用料等の形での費用負

担は求めていないが、受益者負担の観点からも、十分な調達実績が常態的に

生じてきた段階で、事業者から手数料を徴収することも検討するべきである。 

 

 

 国家資格等情報連携・活用システム  

1) 事業の概要 

現行では紙媒体を前提に運用されている多くの国家資格関係事務に対して、

マイナンバー制度の活用により、各種申請手続のオンライン化や資格情報の

証明・提示などのデジタル化を推進することを目的とする。 

本システムにより、資格保有者はマイナポータルを通じて、資格の新規取

得や住所・氏名変更の申請、オンライン決済、そして住民票や戸籍の写しな
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どの添付書類の省略が可能となるほか、デジタル資格者証の発行・提示を実

現することで、資格管理者の事務負担軽減と資格情報の正確性確保を担保す

る。 令和６年８月から順次サービスが開始されている。 

2) 改善提案 

ア 目標設定 

検証結果１ 

 事業の KPI として、「利用資格件数」（本システムを通じて手続が可能な

資格数）が設定されているが、システムの実際の利活用の状況に着目した

指標が設定されるべきである。 

 

[考察] 

  本事業の目的は、マイナンバー制度の活用により、各種申請手続のオンラ

イン化や資格情報証明・提示などのデジタル化を図り、簡便な資格申請手続

や資格管理事務の効率化、資格情報の正確性の担保を実現することである。 

  このような事業目的に鑑み、システムの実際の利活用の状況に着目した指

標、例えば、オンライン申請件数やマイナンバー情報連携件数などを事業の

KPI として設定し、これらの指標によりシステムの利活用状況と事業効果を把

握していくべきである。 

 

イ アプローチ（政策手段）１ 

検証結果２ 

本システムの対象とする資格は、利用ニーズの高いものを優先するべき

である。 

 

[考察] 

本システムの搭載対象となっている 128資格については、税・社会保障に関

連する資格をはじめ、公共性・重要性の高い資格が選定されているところ、

令和７年度までに 21 資格が利用開始済みとなっており、令和８年度以降にお

いても、準備の整った資格から順次、本システムの利用を開始する予定とさ

れている。その一方で、今後は、搭載の対象外となっている資格についても

公共性や重要性を踏まえた上で、本システムの搭載対象とすることもあり得

る。 

資格毎に保有者数や関係者数は一律ではなく、本システムの利用によって
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得られる便益（資格情報提示等のデジタル化等）にも差があることを踏まえ

ると、今後、本システムへの搭載対象の拡大を進めるに当たっては、全ての

対象システムを一律に取り扱うのではなく、利用ニーズの高いものから優先

して搭載を進めるべきである。 

また、このとき、本システムの活用の効果が高い資格を優先的に対象とす

るなど、費用対効果を考慮することとし、本システムの有効性が低い資格に

ついては、対象としないことも検討すべきである 

 

ウ アプローチ（政策手段）２ 

検証結果３ 

資格をいくつかのグループに分け、対応資格件数あたりに加えて、申請

件数当たりのコストを算出するなど、より精緻なコスト分析を行うべきで

ある。また、便益についても、各資格の個別システムから本システムに統

合することによる費用・負担の削減効果、資格保有者（又は資格取得を予

定する者）及び資格管理者の利便性の向上等を可能な限り定量的に把握す

るべきである。 

 

[考察] 

前記（検証結果２）のとおり、今後、本システムへの資格搭載を検討する

に当たっては、費用対効果を考慮する必要があるところ、本システム事業の

目的である、各種申請手続のオンライン化や資格情報の証明・提示などのデ

ジタル化による費用・負担の削減や資格保有者（又は資格取得を予定する者）

及び資格管理者等の利用者の利便性向上について、どの程度のコストを要し

た上で、どの程度達成されたかが、十分定量的に把握されているとはいえな

い。 

このため、本システムのコストの算出に当たっては、例えば申請件数等を

基準に資格をいくつかのグループに分けた上で、申請件数当たりのコストを

算出するなど、より精緻なコスト分析を行う必要がある。これに加えて、便

益についても、直接的な本システムの整備・運用に係る費用を定量的に把握

することは言うまでもなく、付随する費用の削減効果、本システムの利用に

よって得られる便益についても可能な限り定量的に把握するべきである。 

 

エ アプローチ（政策手段）３ 

検証結果４ 
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紙ベースでの処理とオンライン処理が併存することによる二重投資はど

う解消するか。紙の資格証をオンラインに切り替えることでコストを強い

られる企業・個人が生まれる可能性がある以上、そうした社会全体の移行

コストを考慮するとともに、一時的に紙ベースの処理も併存させるのか、

全面オンライン処理に移行するのか等の見通しを示すべきである。 

 

[考察] 

本システムの導入により、資格関係の事務がオンライン化・デジタル化さ

れるが、紙ベースの手続が直ちに廃止されるわけではない。そのため、紙ベー

スでの処理とオンライン処理が併存しているのが現状であり、紙の資格証をオ

ンラインに切り替えることとした場合、システム移行対応に伴う事務コストが

発生することとなる。これらの移行コストは、資格確認の頻度の少ない資格の

場合、紙ベースのやり取りを維持した場合のコストを上回る可能性があること

をも踏まえると、移行コストの見積もりなしにオンライン化を進めるではなく、

移行コストを考慮した上で、全面的なオンライン化を進めるのか、一時的に紙

ベースの処理は併存することを認めるのか等について、見通しを示す必要があ

る。 

 

オ 予算・体制  

検証結果５ 

受益者の範囲の検討結果も踏まえ、利用料負担のあり方についても検討

するべきである。 

 

[考察] 

 本システムの導入により、以前は個別システムの整備を行っていた資格管

理者は、システムの管理・運用費用を削減できる等のメリットを享受すると

ころ、現状ではこれらの者に対してシステム利用料等は徴収されていない。 

仮に利用料の負担を求めた場合、当該資格のオンライン化・デジタル化の

早期実現を阻害する可能性がある点、また、本システムの一部機能のみを利

用する資格管理者もいるなど、利用形態が多様である点などを十分に考慮す

る必要はあるものの、仮に受益者の範囲が狭い場合には、応益負担の原則に

則って、受益者から利用料の徴収等を行うことも考えられることから、利用

料負担のあり方についても検討するべきである。 
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カ ステークホルダ 

検証結果６ 

本システムの「受益者」とは誰を指すのかを明確にした上で、受益者の

便益の向上を図り、事業の費用対効果の改善を目指すべきである。 

 

[考察] 

システム事業の費用対効果を測定するに当たっては、まず、事業の「効果」

を把握する必要があるが、これに際しては、事業の実施によって便益を享受

する者を特定し、これらの者がどのような形でどの程度の便益を得ているか

を測定することが必要となる。 

本システム事業の実施によって便益を受ける者としては、国家資格に係る

各種申請を行う資格保有者（又は資格取得を予定する者）や申請受付・審

査・資格者証の交付等を行う資格管理者等が想定される。 

また、本システムにより資格情報の真正性が確保され、迅速かつ正確な資

格確認が可能となることは、無資格行為や誤認の防止だけでなく、資格保有

者の円滑な就業・活躍ができる環境整備に寄与するものである。 

これにより、資格保有者の専門性に基づく活動を通じて供給される公共サ

ービスの受け手である国民全体についても、本システム事業によって便益を

享受していると見なすことも考えられる。 

このように本システムの受益者の範囲は、国民の幅広い層に及ぶ可能性も

あるところ、十分な検討を行った上で明確にし、これら受益者が受ける便益

を特定した上で、費用対効果の改善を目指すべきである。 

キ 管理プロセス 

検証結果７ 

一者入札になっているが、競争入札となるべきであり、仮に一者入札に

してもその調達コストを下げるための工夫は必要である。 

 

[考察] 

システム事業のコストを削減するという観点から、調達の段階で競争性を

確保することは非常に重要である。一者入札となる要因としては、案件に対

する認知不足等が考えられるところ、引き続き、複数者からの応札を確保し、

調達コストを下げるための工夫を行うべきである。 
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